
国民健康保険の制度改正等について
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１．子ども・子育て支援金制度について

２．医師手当拠出金について

３．高額療養費制度について

４．抗菌薬の使用状況分析について
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１．子ども・子育て支援金制度について 全国こども政策関係部局長会議資料（抜粋）
（令和７年１月30日開催）

概要
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１．子ども・子育て支援金制度について 全国こども政策関係部局長会議資料（抜粋）
（令和７年１月30日開催）

概要
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１．子ども・子育て支援金制度について 全国こども政策関係部局長会議資料（抜粋）
（令和７年１月30日開催）

制度の意義と支援金の使途
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１．子ども・子育て支援金制度について 全国こども政策関係部局長会議資料（抜粋）
（令和７年１月30日開催）

支援金の賦課・徴収について



6

１．子ども・子育て支援金制度について 全国こども政策関係部局長会議資料（抜粋）
（令和７年１月30日開催）

子ども・子育て支援金に関する試算（医療保険加入者１人当たり平均月額）
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１．子ども・子育て支援金制度について
保険料（税）の賦課総額イメージ

医療分賦課額
（基礎賦課額）

後期支援金等
賦課額

介護納付金
賦課額

子ども支援
納付金賦課額

医療給付等 後期高齢者
支援金等 介護納付金 子ども・子育て

支援納付金

【市町村】現行どおりの算定方式で按分（２～４方式）
【市町村】今後
算定方式を決定

【県】上記の給付・納付に必要な総額から公費等の収入額を控除し、各市町村の
①医療費水準、②所得水準、③人数シェア等をもとに按分

⇒各市町村の国保事業費納付金を算定

国保世帯に対する賦課額

【運営方針】
今後、子ども支援金分も含め
保険料水準の統一について検討

県

市
町
村
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１．子ども・子育て支援金制度について 全国こども政策関係部局長会議資料（抜粋）
（令和７年１月30日開催）

支援金制度の施行に向けたスケジュール案（国民健康保険制度関係）
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１．子ども・子育て支援金制度について

２．医師手当拠出金について

３．高額療養費制度について

４．抗菌薬の使用状況分析について
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２．医師手当拠出金について 第190回社会保障審議会医療保険部会資料
（令和６年12月19日開催）
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２．医師手当拠出金について 第190回社会保障審議会医療保険部会資料
（令和６年12月19日開催）
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２．医師手当拠出金について
医療法等の一部を改正する法律（案）＜抜粋＞※国会にて審議中

第六条 地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律の一部を次のように改正する。
（略）
第十条の次に次の十三条を加える。
（略）
（医師手当拠出金等の徴収及び納付義務）
第十条の五 機構（現：支払基金）は、第二十四条各号に掲げる業務に要する費用に充てるため、年度ごとに、医

療保険者（略）及び後期高齢者医療広域連合（略）から医師手当拠出金を徴収する。
２ 機構は、第二十四条各号に掲げる業務に関する事務の処理に要する費用に充てるため、年度ごとに、医療保険者

等から医師手当関係事務費拠出金を徴収する。
３ 医療保険者等は、医師手当拠出金及び医師手当関係事務費拠出金（以下、「医師手当拠出金等」という。）

を納付する義務を負う。

施行期日
公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日
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１．子ども・子育て支援金制度について

２．医師手当拠出金制度について

３．高額療養費制度について

４．抗菌薬の使用状況分析について
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２．高額療養費制度について

１ 制度見直しの目的
高齢化や高額薬剤の普及等により高額療養費は年々増加しており、結果として現役世代を中心とした保険料が増加し
ている。そこで、経済・社会変化に応じた定率の引上げも含め、セーフティネットとしての高額療養費の役割を維持しつつ、健
康な方を含めた全ての世代の被保険者の保険料負担の軽減を図る観点から、見直しを行うもの。

２ 制度見直しの概要

負担能力に応じたきめ細かい制度設計を行う観点から、
① 各所得区分ごとの自己負担限度額の引き上げ（低所得者に配慮）
② 住民税非課税区分を除く各所得区分の細分化

について、令和７年８月から三段階に分けて実施することが表明されていたが、現時点では、令和７年９月の自己負担
額の引き上げも含め、見直しは凍結し、令和７年秋ごろまでに再検討を行うとの方向性が示されている。

参考：第192回社会保障審議会医療保険部会資料
（令和７年１月23日開催）
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２．高額療養費制度について
区分 区分

１

３

４

６

７

９

10

12

定率引上げ
（R7.8〜R8.7）

細分化 R8.8〜R9.7 R9.8〜

要件 ⽉単位の限度額 要件 ⽉単位の限度額 ⽉単位の限度額

ア
年収︓約1,160万円〜
（⽉収︓83万円〜）

年収︓約1,650万円〜
（⽉収︓127万円〜）

367,200＋１％
<多数回該当︓140,100＞

444,300＋１％
<多数回該当︓140,100＞

325,200＋１％
<多数回該当︓140,100＞

360,300＋１％
<多数回該当︓140,100＞

220,200＋１％
＜多数回該当︓93,000＞

252,300＋１％
<多数回該当︓93,000＞

204,300＋１％
＜多数回該当︓93,000＞

220,500＋１％
＜多数回該当︓93,000＞

年収︓約1,160万円〜約1,410万円
（⽉収︓83万円〜98万円）

290,400＋１％
<多数回該当︓140,100＞

290,400＋１％
<多数回該当︓140,100＞

188,400＋１％
<多数回該当︓93,000＞

167,400＋１％
<多数回該当︓93,000>

５
年収︓約950万円〜約1,040万円

（⽉収︓62万円〜68万円）
イ

年収︓約770万円〜約1,160万円
（⽉収︓53万円〜79万円）

年収︓約1,040万円〜約1,160万円
（⽉収︓71万円〜79万円）

113,400＋１％
<多数回該当︓44,400＞

138,600＋１％
<多数回該当︓44,400＞

100,800＋１％
<多数回該当︓44,400＞

113,400＋１％
<多数回該当︓44,400＞

年収︓約770万円〜約950万円
（⽉収︓53万円〜59万円）

188,400＋１％
<多数回該当︓93,000＞

188,400＋１％
<多数回該当︓93,000＞

88,200＋１％
<多数回該当︓44,400＞

80,100＋１％
<多数回該当︓44,400>

8
年収︓約510万円〜約650万円

（⽉収︓36万円〜41万円）
ウ

年収︓約370万円〜約770万円
（⽉収︓28万円〜50万円）

年収︓約650万円〜約770万円
（⽉収︓44万円〜50万円）

79,200
＜多数回該当︓44,400＞

65,100
＜多数回該当︓44,400＞

69,900
＜多数回該当︓44,400＞

年収︓約370万円〜約510万円
（⽉収︓28万円〜34万円）

88,200＋１％
<多数回該当︓44,400＞

88,200＋１％
<多数回該当︓44,400＞

11エ
年収︓〜約370万円
（⽉収︓〜26万円）

年収︓約260万円〜約370万円
（⽉収︓20万円〜26万円）

69,900
＜多数回該当︓44,400＞

13 住⺠税⾮課税

36,300
＜多数回該当︓24,600＞

35,400
<多数回該当︓24,600>

※１ 括弧内の⾦額は現⾏の限度額。   ※２   年収額は⽬安の額であり、実際の所得区分の判定基準には⽉収（標準報酬⽉額）等が⽤いられる。
※３ 「＋１％」とは、⼀定額を超える医療費に対して１％の⾃⼰負担を求めるもの。

2

290,400＋１％
<多数回該当︓140,100＞

252,600＋１％
<多数回該当︓140,100>

年収︓約1,410万円〜約1,650万円
（⽉収︓103万円〜121万円）

オ 住⺠税⾮課税
36,300

＜多数回該当︓24,600＞
36,300

＜多数回該当︓24,600＞

年収︓〜約200万円
（⽉収︓〜15万円）

60,600
＜多数回該当︓44,400＞

60,600
＜多数回該当︓44,400＞

60,600
＜多数回該当︓44,400＞

57,600
<多数回該当︓44,400>

年収︓約200万円〜約260万円
（⽉収︓16万円〜19万円）

３ 見直しイメージ（70歳未満の場合） 凍結
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２．高額療養費制度について ３ 見直しイメージ（70歳以上の場合）

区分 区分

１

３

４

６

７

９

10

12

低Ⅱ 13

低Ⅰ 14

※１ 括弧内の⾦額は現⾏の限度額。   ※２   年収額は⽬安の額であり、実際の所得区分の判定基準には⽉収（標準報酬⽉額）等が⽤いられる。
※３ 「＋１％」とは、⼀定額を超える医療費に対して１％の⾃⼰負担を求めるもの。※４ 低Ⅱ区分については⻑期療養者への配慮措置が導⼊されるまでの間、経済負担に配慮し⾃⼰負担限度額を据え置く。

290,400＋１％
<多数回該当︓140,100＞

252,600＋１％
<多数回該当︓140,100>

2
年収︓約1,410万円〜約1,650万円

（⽉収︓103万円〜121万円）

188,400＋１％
<多数回該当︓93,000＞

167,400＋１％
<多数回該当︓93,000>

5
年収︓約950万円〜約1,040万円

（⽉収︓62万円〜68万円）

88,200＋１％
<多数回該当︓44,400＞

80,100＋１％
<多数回該当︓44,400>

年収︓約510万円〜約650万円
（⽉収︓36万円〜41万円）

8

住⺠税⾮課税

24,600 ※４
外来特例 8,000

24,600
外来特例 8,000

住⺠税⾮課税
25,300

＜４回⽬以降︓24,600＞
外来特例 13,000

25,300
＜４回⽬以降︓24,600＞

外来特例 13,000

住⺠税⾮課税
（一定所得以下）

15,400
外来特例 8,000

15,000
外来特例 8,000

住⺠税課税（⼀定所得以下）
15,400

外来特例 8,000
15,400

外来特例 8,000

年収︓〜約200万円
（⽉収︓〜15万円）

※75歳以上︓窓⼝負担１割

60,600
＜多数回該当︓44,400＞

外来特例 20,000
（外来年間上限 160,000）

60,600
＜多数回該当︓44,400＞

外来特例 20,000
（外来年間上限 160,000）

年収︓約200万円〜約260万円
（⽉収︓16万円〜19万円）
※75歳以上︓窓⼝負担２割

60,600
＜多数回該当︓44,400＞

外来特例 18,000
（外来年間上限︓144,000）

57,600
<多数回該当︓44,400>

外来特例 18,000
（外来年間上限︓144,000）

11一般
年収︓〜約370万円
（⽉収︓〜26万円）

年収︓約260万円〜約370万円
（⽉収︓20万円〜26万円）
※75歳以上︓窓⼝負担２割

69,900
＜多数回該当︓44,400＞

外来特例 28,000
（外来年間上限 224,000）

79,200
＜多数回該当︓44,400＞

外来特例 28,000
（外来年間上限 224,000）

65,100
＜多数回該当︓44,400＞

外来特例 28,000
（外来年間上限 224,000）

69,900
＜多数回該当︓44,400＞

外来特例 28,000
（外来年間上限 224,000）

年収︓約370万円〜約510万円
（⽉収︓28万円〜34万円）

88,200＋１％
<多数回該当︓44,400＞

88,200＋１％
<多数回該当︓44,400＞

現並
みⅠ

年収︓約370万円〜約770万円
（⽉収︓28万円〜50万円）

年収︓約650万円〜約770万円
（⽉収︓44万円〜50万円）

113,400＋１％
<多数回該当︓44,400＞

138,600＋１％
<多数回該当︓44,400＞

100,800＋1％
<多数回該当︓44,400＞

113,400＋１％
<多数回該当︓44,400＞

年収︓約770万円〜約950万円
（⽉収︓53万円〜59万円）

188,400＋１％
<多数回該当︓93,000＞

188,400＋１％
<多数回該当︓93,000＞

現並
みⅡ

年収︓約770万円〜約1,160万円
（⽉収︓53万円〜79万円）

年収︓約1,040万円〜約1,160万円
（⽉収︓71万円〜79万円）

220,200＋１％
<多数回該当︓93,000＞

252,300＋１％
<多数回該当︓93,000＞

204,300＋１％
<多数回該当︓93,000＞

220,500＋１％
<多数回該当︓93,000＞

年収︓約1,160万円〜約1,410万円
（⽉収︓83万円〜98万円）

290,400＋１％
<多数回該当︓140,100＞

290,400＋１％
<多数回該当︓140,100＞

現並
みⅢ

年収︓約1,160万円〜
（⽉収︓83万円〜）

年収︓約1,650万円〜
（⽉収︓127万円〜）

367,200＋１％
<多数回該当︓140,100＞

444,300＋１％
<多数回該当︓140,100＞

325,200＋１％
<多数回該当︓140,100＞

360,300＋１％
<多数回該当︓140,100＞

定率引上げ
（R7.8〜R8.7）

細分化 R8.8〜R9.7 R9.8〜

要件 ⽉単位の限度額 要件 ⽉単位の限度額 ⽉単位の限度額

凍結
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２．高額療養費制度について

４ 県国保財政への影響

納付金の本算定時、国の確定係数資料に基づき、高額療養費制度の令和７年度の自己負担限度額引き上げに伴う
保険給付費の減少影響▲0.21％を考慮

⇒ 令和７年度保険給付費の総額は、この制度見直しにより10.7億円減と推計
保険給付費の実績及び推計 単位：円

R1 R2 R3 R4 R5 R6（推計値） R7（推計値）

カッコ内は▲0.21％前

519,868,126,092

＜確定係数＞

509,119,145,711
（510,190,545,855）

決算額

555,356,763,236 527,160,203,239 558,459,688,536 546,321,705,049 539,703,529,681
▲10.7億円
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２．高額療養費制度について
４ 県国保財政への影響

65,299,398

72,504,067
71,658,521

73,882,905 74,120,107

60,000,000

62,000,000

64,000,000

66,000,000

68,000,000

70,000,000

72,000,000

74,000,000

76,000,000

R2 R3 R4 R5 R6

県内における１件80万超レセプトの保険給付費合算額推移
（各年１月審査分～12月審査分）

１件あたり80万超合算額（単位：千円）

1,786,715 1,752,914 
1,686,493 

1,601,794 
1,510,320 

1,300,000
1,400,000
1,500,000
1,600,000
1,700,000
1,800,000
1,900,000

R2 R3 R4 R5(速報値)R6(推計値)

県内国保被保険者数の推移

被保険者数（単位：人）

295,044 

318,589 323,940 
336,937 

348,622 

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

360,000

R2 R3 R4 R5(速報値) R6(推計値)

県内国保１人当たり保険給付費の推移

１人当たり保険給付費（単位：円）

被保険者数減少の一方で、高額医療費は上昇
⇒国の方向性＝県財政に与える影響を注視
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１．子ども・子育て支援金制度について

２．医師手当拠出金制度について

３．高額療養費制度について

４．抗菌薬の使用状況分析について
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3 ．抗菌薬の使用状況分析について

１ 事業実施の背景
抗微生物薬は現代の医療において重要な役割を果たしており、感染症の治癒、患者の予後の改善に大き
く寄与してきた。

その一方で、薬剤耐性菌とそれに伴う感染症の増加が、国際社会でも大きな課題の一つに挙げられるように
なってきている 。

1980年代以降、病院内を中心に新たな薬剤耐性菌の脅威が増加していることから、抗微生物薬を適正
に使用しなければ、将来的に感染症を治療する際に、有効な抗菌薬が存在しないという事態になることが憂
慮されている。

今の段階で、限りある資源である抗菌薬を適正に使用することが重要であり、薬剤耐性(Antimicrobial 
Resistance: AMR)対策として抗微生物薬の適正使用が必要である。
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3 ．抗菌薬の使用状況分析について
参考：図1 2013～2023年の全国抗菌薬販売量推移

（出典：国立国際医療研究センター病院AMR臨床リファレンスセンター
Defined Daily Doseは2022年1月時点のものを使用）

2023年の抗菌薬（経口抗菌薬、注射抗菌薬）
販売量に基づく使用量は11.96DID（DID：人口
1000人、1日当たりの抗菌薬使用量）で、前年
と比べて22.3％増となった。
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3 ．抗菌薬の使用状況分析について

２ 事業の概要
神奈川県でも、抗菌薬の適正使用について、対応していく必要がある。また、保険者努力支援制度の指標
おいても、「都道府県医師会や薬剤師会等と連携して、こどもの抗菌薬処方の適正化につながる取組の実施」
が令和７年度より、新設された。

そこで、まずは、県内の抗菌薬の使用状況を分析し、その結果について保険者協議会等で周知を行うこと
で、抗菌薬の適正使用を支援し、医療費適正化を目指していく。

地域の実情を把握するとともに、医療機関でジェネリック医薬品を採用する際や、地域においてフォーミュラリを
検討する際の参考資料として活用していく。

３ 分析の内容
【分析単位】：神奈川県全体、二次医療圏別
【分析項目】：分類、抗菌薬名、先発/後発、医薬品名、一般名、薬価、数量、使用率（DID）
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